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１ 国の財政運営戦略と地方財政の課題  

令和３年６月、「経済財政運営と改革の基本方針 2021」が閣議決定された。  

同基本方針においては、日本経済の現状については、新型コロナウイルス感染

症（以下「感染症」という。）に対応するため、経済対策を適時適切に講じた結果、

失業率所得水準などの面で、主要先進国に比べ、最も低い水準となったが、経済

は依然として感染症前の水準を下回っており、ワクチン接種等を通じて経済の正

常化が進み、税収が回復し、一時的な歳出増が剥落すれば、感染症前の状況に近

づくものの、感染症が中長期的な経済財政に与える影響は不透明な状況にあると

の認識が示されている。  

一方で、世界経済は、単なる景気回復にとどまらず、感染症を契機として、カ

ーボンニュートラルの実現に向けた動き、デジタル化やデータ活用の急速な進展、

国際的な取引関係や国際秩序の新たな動きなど、世界全体の経済構造や競争環境

に大きな影響を与える変化がダイナミックに生じており、我が国においても、デ

ジタル技術を活用した柔軟な働き方やビジネスモデルの変化、環境問題への意識

の高まり、東京一極集中が変化する兆しなど、これまで進められなかった課題を

一気に解決するチャンスが到来している。 

こうした内外の変化を捉え、国内経済の構造改革を戦略的に進め、ポストコロ

ナの持続的な成長基盤を作る必要があるとしている。  

その上で、当面は、感染症の感染拡大防止に引き続き万全を期す中で、成長を

生み出す４つの原動力である「グリーン社会の実現」、「官民挙げたデジタル化の

加速」、「日本全体を元気にする活力ある地方創り」、「少子化の克服、子供を産み

育てやすい社会の実現」を推進するため、必要な対策を講じ、我が国経済の自立

的な経済成長に向けて、躊躇なく機動的なマクロ経済政策運営を行っていくこと

とされているところである。 

また、総務省が８月に公表した「令和４年度の地方財政の課題」においては、

基本方針を踏まえ、地方公共団体が感染症への対応、活力ある地域社会の実現等

に取り組めるよう安定的な税財政基盤を確保することとしており、これらに対応

しつつ、行政サービスを安定的に提供できるよう、一般財源の総額については、

令和３年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保するとし

ている。  

 一方で、「経済あっての財政」の考え方の下、デフレ脱却・経済再生に取り組

むとともに、財政健全化に向け、しっかりと取り組むとしており、従来の歳出改
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革努力を継続しつつ、コロナ禍からの経済の回復状況を見極めつつ、財政再建を

進める姿勢を示している。  

 

２ 本市財政の現状と課題  

⑴   本市財政の現状 

本市における財政の現状を令和２年度一般会計決算で見ると、決算規模は、

感染症の感染拡大への対応から、過去最大の２，１３２億９千万円となり、平

成２９年度以来、３年ぶりの増加となった。歳入から歳出を差し引いた形式収

支は、約４４億５百万円で、そのうち、翌年度への繰越財源を除いた実質収支

は、約３０億７千万円であった。  

プライマリーバランスや単年度収支については、３年連続の黒字となり、財

政調整基金など財源対策基金の現在高も決算剰余金を積み立てたことなどによ

り、約１９億円増加した一方で、臨時財政対策債を除く市債残高が、再び増加

に転じたことや、経常収支比率の３年連続となる上昇など、本市の財政状況に

ついては、依然として厳しい状況である。  

⑵   本市財政運営の課題 

令和２年国勢調査の速報結果によると、本市を含む県内全ての市町で人口が

減少しており、前回調査からの減少率が過去２番目の２．５８％の減少となり、

県全体において、人口減少社会が本格化してきている状況である。  

人口減少や少子・超高齢化の急速な進行は、本市においても例外ではなく、

近年においては、大幅に増加する若年層の転出が、労働力人口の減少や消費市

場の縮小にとどまらず、深刻な人手不足による地域経済の縮小を引き起こし、

更なる人口減少を招くという負の循環に陥ることが予想されている。  

また、本市では、昨年度、１２度にわたる補正予算において、感染症による

厳しい影響から、市民生活や地域経済を守るために、最大限の対応を講じてき

たところであるが、引き続き、感染症への対応に注力するとともに、人口減少

の克服と地域活力の向上に向けたまちづくりに積極的に取り組まなければなら

ない。  

そのためには、平成２８年度からスタートした、本市のまちづくり及び市政

運営の基本方針となる「第６次高松市総合計画」並びに総合計画の実施計画で

ある「まちづくり戦略計画」や「たかまつ創生総合戦略」に基づき、これまで
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の計画の継続性にも配慮するとともに、感染症の拡大防止と社会経済活動の両

立を最優先としつつ、新たな事業展開も視野に入れ、本市の目指す都市像の実

現に向けた行政課題に、重点的に取り組んでいく必要がある。  

さらには、子ども・子育て支援施策の充実、医療・介護などの社会保障給付

に要する経費、老朽化施設の更新や修繕経費の増加、「スマートシティの推進」

を始めとした重点取組事業の推進など、財政負担の増加は避けられない状況に

ある。  

このような中にあって、感染症の影響や法人市民税法人税割の税率引下げに

よる市税収入の減少が見込まれる状況である。  

このため、今後の財政運営に当たっては、国の地方財政対策等の動向や、感

染症の影響に伴う不透明な税収等の状況を見極めつつ、財源の確保を図りなが

ら、市債発行額の抑制やプライマリーバランスも考慮した施策・事業の重点的

かつ効果的な実施に徹するとともに、スクラップ・アンド・ビルドはもとより、

事業の廃止も含め、これまで以上に、大幅な事務事業の見直しを始めとした行

政改革を行う必要がある。  

また、将来を見据えた財政調整基金の適正規模の確保や、特定財源の効果的

な活用のほか、クラウドファンディングや企業版ふるさと納税など、自主財源

を積極的に確保するとともに課税自主権の活用の検討を行うことにより、今般

の感染症への対応を始め、「新たな日常」の実現に向けた課題や施策の展開に的

確かつ弾力的に対応できる財政構造を確立することが極めて重要となっている。 

 

３   中期財政収支見通し  

感染症の拡大等先行きは不透明であり、また、地方財政対策を始め、将来予測

は非常に困難であるが、安定した健全財政を運営していくためには、将来を見据

えた財政収支見通しを踏まえる必要がある。  

そこで、今後の本市財政の全体的な概観を示すため、令和４年度から７年度ま

での中期財政収支見通し 別紙①参照 を一般財源ベースで試算したところ、  

４年度から７年度までの４年間の財源不足額は、約２５８億円が見込まれている。 

その要因としては、歳入では、市税収入を始めとした一般財源総額が感染症前

と比べ、減少していく見込みであること、歳出では、感染症への対応を始め、子

ども・子育て支援施策の充実や、医療・介護などの社会保障給付のほか、老朽化

施設の更新や修繕経費の増加、さらには、大型建設事業の償還開始に伴う公債費
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の増加などが見込まれていることによる。  

このような極めて厳しい状況の下、歳出全般を大幅に抑制するとともに、より

積極的に自主財源の確保を図りながら、今後は、この指針で示す方策を具体的に

実践し、本市の総力を挙げて、更なる財源不足の解消に取り組むことが強く求め

られる。  

 

４   財政運営指針の策定  

この財政運営指針は、中期財政収支見通しを踏まえ、一段と厳しさを増す行財

政環境に迅速かつ適切に対応するため、財政の健全化に重点的・戦略的に取り組

むことを念頭に、財政運営の健全性を確保する上での具体的方策を明らかにした

ものである。  

今後とも、各年度の状況の変化に応じた所要の修正を加えながら、予算編成を

始めとする財政運営の基本とするものである。  

 

５   基本方針  

 累次の財政運営指針においては、財政の厳しい状況を回避するため、「将来に

わたり持続可能な健全財政を目指して」をキーワードに、限られた財源の重点

的・効率的な配分に努めてきたところである。  

今後においても、将来世代に過重な負担を転嫁せず、時代の潮流を的確に捉え、

あらゆる行政課題に即応できる安定的で、自主的・自立的な行財政基盤を確立す

ることが肝要であることから、これまでの基本的な考えを踏襲し、次の５項目を

基本方針とする。  

⑴   財源の積極的な確保  

 自主財源の確保を図るため、市税等の徴収率の更なる向上に努めるとともに、

市税・税外収入の未収入金の縮減、市有未利用地の売却のほか、広告料収入や

ネーミングライツ、クラウドファンディング、企業版ふるさと納税など、全庁

的に、あらゆる財源の積極的な確保に努める。  

使用料及び手数料等については、受益者負担の原則に立ち、積極的な見直し

を行うほか、中期的観点からは、税源の涵養を重視するとともに、新たな財源

の確保に努める。  

 また、国・県等の補助制度の活用を徹底し、財源の確保に努める。  

⑵   行財政改革の推進 
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行政運営の基盤となる健全財政の維持を重点課題の一つに掲げる行財政改革

計画に基づき、業務の在り方を見直し、徹底して無駄を省くとともに、行財政

全般の改革に取り組み、将来にわたり持続可能な健全財政の運営に努める。  

⑶   施策事業の厳しい選択と集中 

      まちづくり戦略計画における重点取組事業を始めとする各種施策事業の選択

に当たっては、外部評価の考え方を取り入れ、施策事業の必要性・効果、民と

の役割分担などについて十分検討するほか、将来の財政負担についても留意し

つつ、限られた財源の重点的かつ効率的な配分に努める。  

⑷   長期的な視点に立った健全な財政構造の確立 

  人口減少、少子・超高齢化の進展に伴う人口構造の変化等により、世代間の

費用負担の不均衡が懸念されることから、市債残高が過度に累積しない財政構

造を確立することは、我々の責務である。プライマリーバランスや実質公債費

比率の抑制に留意し、市債の発行抑制に努める。  

 また、中期財政収支見通しを踏まえ、今後増大が見込まれる経費負担に備え

る財源対策として、減債基金や施設整備基金等に対する積増しに努める。  

⑸   財政情報の積極的な開示等 

  厳しい財政状況下において財政の健全化を推進していくためには、市民の理

解と協力を得ることが重要である。今後とも本市の財政状況等を積極的に開示

し、市民から託された税金の使途について、説明責任の全うに努める。  

 

６   重点的に実施すべき具体的方策  

  ５つの基本方針に沿い、次の１２項目を重点的に実施すべき具体的方策として

設定し、積極的に取り組むものとする。   

⑴   安定的な自主財源の確保 

令和２年１月に提出された、高松市自主財源検討委員会の最終取りまとめに

おいて、「財源不足の解消には、歳出改革の取組を前提としつつも、歳出改革の

取組のみでは困難であり、歳入について、市税以外の財源確保策を着実に実行

し、収納率の更なる向上に取り組み、その上で、普通税であり安定的な財源で

ある固定資産税の超過課税の実施が必要である。」と示されたところである。  

超過課税の実施については、今後、感染症が与える経済への影響やポストコ

ロナ下における本市の状況などを総合的に判断し、実施時期等を見極めていく

ものとする。 
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⑵   市税等の収納対策の効果的推進 

      歳入の根幹を成す市税については、収納率の向上が急務であり、抜本的な収

納対策の実施が極めて重要となっている。  

  また、国民健康保険料、介護保険料、住宅使用料など税外収入金についても、

受益者負担の適正化を図る観点から、収納対策の更なる強化が必要である。  

 このため、「第３次高松市債権の適正管理方針」に基づき、組織横断的に相互

連携を強化する中で、一層の効果的な滞納整理に取り組むものとする。また、

中期的観点からは、企業誘致等の産業振興策を推進することなどにより、税源

涵養を図るなど、新たな財源確保に努める。  

⑶   使用料等の受益者負担の適正化等 

  市が提供する行政サービスについては、住民負担の公平性確保の観点や受益

者負担の原則に立ち、適正な負担額を設定する必要があり、長期的な視点に  

立った受益者負担の適正化を、より一層進める必要がある。  

今後においても、「高松市受益者負担見直し基準」等に基づき使用料の適正化

を図るとともに、積極的にネーミングライツ等を導入するなど、広告料収入の

確保に努める。  

また、廃止施設等の未利用財産の処分を推進するとともに、基金の一括運用

やふるさと納税の推進、クラウドファンディングの活用など、他都市における

歳入確保の取組状況も踏まえ、収入源の積極的な確保に努める。  

⑷   定員及び給与の適正化 

ノー残業デーや振替・代休制度の活用の徹底、働き方改革への積極的な取組、

外部委託化などによる時間外勤務の縮減や、実態に応じた特殊勤務手当の見直

しなど、計画的に総人件費の抑制に努める。  

また、定員管理については、「高松市職員の定員管理計画（令和４年４月改訂

予定）」を着実に実行するものとし、ＩＣＴ等を活用した各種事務事業の改革・

改善を図るなど、適正な組織体制と人員配置に努める。 

      さらに、給与については、国の給与制度に準ずるとともに、市民の理解が得

られる適正な給与水準とする。  

⑸   デジタル・トランスフォーメーションの積極的な推進 

本市を取り巻く現状と課題を踏まえ、ＩＣＴ施策を拡大・強化することによ

って「第６次高松市総合計画」に定めるまちづくりの上位目標の達成に貢献し、

多様な地域課題を解決するため、平成３１年３月にＩＣＴ施策に関する総合的
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な指針として、「スマートシティたかまつ推進プラン（令和４年４月改訂予定）」

を策定するとともに、国が指定する「スーパーシティ型国家戦略特別区域」の

指定に向け、本年４月に７分野・１０の先端的サービスを内閣府へ提出したと

ころである。  

これらを踏まえ、市民の利便性向上を図るとともに、抜本的な業務効率化を

実現するため、自治体クラウドの導入、システム標準化への対応やセキュリテ

ィ対策等の基盤整備に加え、全庁的な行政手続のオンライン化を始めとした、

ＩＣＴ等のデジタル技術を活用するなど、業務改革を行うことにより、デジタ

ル・トランスフォーメーションの積極的な推進を図る。  

⑹  外部委託等の推進 

  「民間にできることは民間へ」の考えの下、「高松市公民の役割分担見直し及

びアウトソーシング検討基準」を踏まえ、民間との役割分担、委託後の行政  

サービスの質・水準・効果等に配意しながら、市民団体等との協働の推進や積

極的に委託化の推進をするなど、民間活力を最大限活用する。  

 また、公の施設管理については、引き続き「高松市指定管理者制度導入指針」

に基づき、導入の効果を十分検証した上で、計画的な導入を進める。  

 さらに、施設の維持管理において、設備総合管理業務の一括委託や小中学校

電力供給の見直しなどにより、維持管理経費の節減に努める。  

⑺   補助金等の見直し 

見直しせず、継続して交付することなく「高松市補助金等交付システム見直

し基準」及び「高松市補助金等の見直し方針」に基づき、全ての補助金等を対

象に、必要性や成果等について、成果目標（Plan）→効率的執行（Do）→厳格

な評価（Check）→予算への反映（Action）（以下「PDCA サイクル」という。）

に基づく点検を行い、終期の設定、縮小、廃止、統合などを検討するほか、外

部評価の結果を踏まえた見直しを実施するなど、より一層の適正化に努める。  

⑻   事務事業の見直し及び経費節減 

     合併の影響により拡大している財政状況を解消するためには、スクラップ・

アンド・ビルドの徹底に加え、全庁的な取組である「事務事業見直し」による

事業の廃止や見直しを進めるなど、歳出抑制に積極的に取り組み、経費節減を、

より一層進める必要がある。  

新規・拡充事業については、後年度負担、実効性等について十分検討した上

で、実施の必要性を判断するとともに、これに伴う財源は、既存事業の廃止・
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縮小により捻出することはもとより、クラウドファンディングや企業版ふるさ

と納税等を活用するなど、新たな財源の獲得に努める。  

既存の事務事業については、市民の目線に立ち、行政と民間、国・県と市の

役割分担の明確化、受益と負担の公平性、同種の事務事業の統合化などの観点

のほか、デジタル化を始めとした「新たな日常」の実現に向けて、積極的に見

直しを行うとともに、個々の事務処理手続などについても、簡素・効率化等を

促進し、経費節減や事務量削減に努める。  

特に、経常経費については、財政の弾力性を確保するため、今後とも、費用

対効果の検証、コスト意識の更なる徹底など、PDCA サイクルによる不断の見直

しを行うとともに、一般財源の枠配分制度を効果的に活用することにより、更

なる経費節減に努める。  

   また、外郭団体・財政援助団体に対しても、市と同様に経営の改革・改善を

適時適切に指導し、自主・自立の運営を促進するなど、「高松市外郭団体の運営

等指導基準」に基づき、一層の経費削減と事務事業の整理・合理化を図る。  

   なお、入札等における競争性の確保の徹底を図ることにより、「市内企業優先」

に留意しつつ、公平性や透明性を維持して、適格者が競争できる環境を確保し、

更なる経費節減にも努める。  

⑼   財政基盤に配慮した施策事業の選択と集中  

  地方交付税等の一般財源の減少が見込まれる財政環境にあって、増大する行

政需要に弾力的かつ的確に対応し、自主的・主体的なまちづくりを進めていく

ためには、自主財源の確保を図る一方で、施策事業の厳しい選択を行う必要が

ある。  

  このことを踏まえ、まちづくり戦略計画における重点取組事業を始めとする

各種施策事業の選択に当たっては、まず、財源状況を明らかにする中で、緊急

性・先導性・重要性などのほか、将来の財政負担や国・県の重点分野などとの

整合性を考慮するとともに、成果指標等、客観的な基準を用いた優先順位付け

による厳しい選択と集中を行い、限られた財源の効率的配分に努める。  

⑽   長期的な視点に立った公共施設等の計画的改修等 

      老朽化した学校・庁舎など大規模施設や道路・橋りょう、下水道、河川、港

湾などのインフラ施設については、改築・改修による財政への影響を平準化す

るため、計画的修繕を実施する必要がある。  

このため、「高松市公共施設等総合管理計画」に基づき、インフラ施設と公共
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施設を一体とした、総合的なマネジメントの推進を図り、公共施設等の更新・

統廃合・長寿命化などを計画的に行い、財政負担の軽減・平準化とともに、最

適配置に努める。  

また、「高松市ファシリティマネジメント推進基本方針」に基づき策定した「高

松市公共施設再編整備計画」において、公共施設の総量や配置の最適化のほか、

ＰＰＰ／ＰＦＩを積極的に推進し、維持管理経費の縮減など、公共施設に係る

経費の削減に努める。  

⑾   後年度負担を考慮した市債発行と債務負担行為設定の適正化等 

      健全財政確保のためには、プライマリーバランスに留意し、市債残高を抑制

する必要がある。  

   このことから、大規模事業については、各年度の事業費総額や市債発行額に

ついて、本市の財政状況を勘案し、適宜調整を行うほか、債務負担行為の適切

な設定により、各年度における事業費の平準化を図る。  

また、後年度に地方交付税措置のある起債を活用するとともに、市債発行に

替えて、施設整備基金を充当するほか、繰上償還などにより、その残高の抑制

に取り組む。  

⑿   市民に分かりやすい財政情報の公開と説明責任の全う 

      厳しい財政状況の中、行財政運営を円滑に進めていくためには、市民の理解

と協力が何より必要である。  

このことから、市民に対し、決算に関する各種データや指標を分かりやすく

提供するほか、予算編成方針における本市の重点取組項目の明示や編成過程を

本市ホームページで公開するなど、財政に関する情報を適時適切に開示する。  

また、市民の税金の使途となる全ての事務事業について、法令遵守を徹底し、

公務員倫理も含め、あらゆる場面で説明責任が果たせるよう、適切な予算の編

成及び執行に努める。  

 

７   財政健全化の取組と統一的な基準による財務書類等の整備・活用  

平成２０年４月に施行された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に

より、全地方公共団体に、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及

び将来負担比率の４つの健全化判断比率の整備・公表が義務付けられた。 

本市においても、１９年度決算から各比率の算定結果を公表しているところで

あるが、これまでは、いずれも政令に定められた早期健全化基準内である。 
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別紙②参照 

このうち、実質公債費比率は、行財政改革計画において、健全財政の指標とし

て位置付けており、今後においても、増大する行政需要に対応しつつ、行財政改

革計画に掲げる各数値目標の達成に向け、更なる改善・努力が必要である。 

    また、本市では、２８年度決算から統一的な基準による財務書類や、固定資産

台帳を整備したところであり、今後においては、市民から理解と支持を得られる

健全な行財政運営を確立するため、これらの財務諸表の整備・公表にとどまらず、

他の自治体との比較等の方法により、結果を分析し、将来の本市行財政運営全般

に活用するよう工夫し、市民への積極的な情報開示と説明責任の全うを実践して

いかなければならない。 



中期財政収支見通し(一般会計の一般財源ベースで試算）

歳入

令和３年度

金額 金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び率

61,139 64,365 105.3% 64,571 100.3% 64,102 99.3% 64,418 100.5%

12,945 12,725 98.3% 12,690 99.7% 12,717 100.2% 12,717 100.0%

24,680 21,791 88.3% 21,306 97.8% 21,222 99.6% 20,682 97.5%

1,095 1,364 124.6% 1,273 93.3% 1,273 100.0% 1,273 100.0%

99,859 100,245 100.4% 99,840 99.6% 99,314 99.5% 99,090 99.8%

歳出

令和３年度

金額 金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び率

61,613 62,616 101.6% 62,635 100.0% 62,616 100.0% 63,358 101.2%

人件費 29,307 29,692 101.3% 29,845 100.5% 29,918 100.2% 29,840 99.7%

内訳 扶助費 14,746 15,297 103.7% 15,534 101.5% 15,795 101.7% 16,083 101.8%

公債費 17,560 17,627 100.4% 17,256 97.9% 16,903 98.0% 17,435 103.1%

2,999 3,991 133.1% 4,073 102.1% 3,264 80.1% 3,110 95.3%

38,897 39,259 100.9% 40,817 104.0% 40,632 99.5% 41,151 101.3%

103,509 105,866 102.3% 107,525 101.6% 106,512 99.1% 107,619 101.0%

650 1,150 950 850 250

102,859 104,716 106,575 105,662 107,369

△ 3,000 △ 4,471 △ 6,735 △ 6,348 △ 8,279

（令和３年度は当初予算額、４年度以降は推計） △ 25,833

※Ｃの充当予定基金等とは、減債基金、施設整備基金、地域振興基金を想定

別  紙  ①

（単位：百万円）

区分
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

一
般
財
源

市 税

地方譲与税・交付金

地 方 交 付 税 ・
臨 時 財 政 対 策 債

そ の 他

合 計 Ａ

（単位：百万円）

区分
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

充当予定基金等 Ｃ※
所 要 一 般 財 源
Ｄ （ Ｂ － Ｃ ）

財源不足Ｅ（Ａ－Ｄ）

●４～７年度累計額

一
般
財
源
充
当

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

そ の 他 の 経 費

合 計 Ｂ



１　健全化判断比率（財政の早期健全化・再生に関する指標）

R1決算 R2決算 早期健全化基準 財政再生基準

－ － 11.25% 20.00%

（算出式）

R1決算 R2決算 早期健全化基準 財政再生基準

－ － 16.25% 30.00%

（算出式）

R1決算 R2決算 早期健全化基準 財政再生基準

7.8% 7.5% 25.0% 35.0%

（算出式）

１７０ 億円(１６４億円)

３０ 億円（３０億円)

標準税収入額等における地方消費税交付金分が約２０億円増加したことなどにより、前年度に比べ０.３ポイント改善し
ました。

地方債の元利償還金等
２００億円（１９４億円）

特定財源・元利償還金等に係る基準財政需要額算入額

１３９億円（１３２億円）

標準財政規模
９６９億円（９４１億円）

元利償還金等に係る基準財政需要額算入額
１３９億円（１３２億円）

地方債の元利償還金等
２００億円（１９４億円）

元利償還金

準元利償還金

※実質公債費比率は、直近3か年平均で算出されるため、上記算出式と数値が合わない。 （　）は、前年度（R1）の数値

一般会計等の実質赤字及び公営企業会計の資金不足はいずれも生じておらず、連結実質赤字比率は該当なし。

連結実質赤字額

標準財政規模

実質公債費比率

内　容

一般会計等が負担する市債の元利償還金
及び準元利償還金の標準財政規模に対する
比率（３ヵ年の平均値）

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

連結実質赤字比率

内　容

全会計を対象とした実質赤字額（又は資金の
不足額）の標準財政規模に対する比率

一般会計等の実質収支は黒字であり、実質赤字は生じておらず、実質赤字比率は該当なし。

別紙➁

令和２年度　高松市の健全化判断比率等の状況

実 質 赤 字 比 率

内　容

一般会計等を対象とした実質赤字額の標準
財政規模に対する比率



R1決算 R2決算 早期健全化基準 財政再生基準

77.1% 74.5% 350%

（算出式）

１，７８３億円(１，７７４億円)

４９５億円（５０７億円)

２３５億円(２２８億円)

１，７１８億円(１，７３５億円)

１６５億円（１４１億円)

１８億円(８４億円)

２　資金不足比率（公営企業の経営健全化に関する指標）

R1決算 R2決算

－ －

－ －

－ －

－ －

など

いずれの公営企業会計も資金不足は生じておらず、資金不足比率は該当なし。

（　）は、前年度（R1）の数値

会計名 経営健全化基準

食肉センター事業特別会計

20%
卸売市場事業特別会計

病院事業会計

下水道事業会計

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額
充当可能基金額・特定財源見込額

１，９０１億円（１，９５９億円）

基準財政需要額算入見込額

充当可能基金

充当可能特定歳入

国の地方財政措置などから財政調整基金の取り崩しを行わず、減債基金を５億円積み立てたこと、また、令和元年度
決算における実質収支から１４億円を財政調整基金に積み立てたことにより充当可能基金が約２５億円増加したことな
どから、前年度に比べ２．６ポイント改善しました。

将来負担額
２，５２０億円（２，５８３億円）

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額
充当可能基金額・特定財源見込額

１，９０１億円（１，９５９億円）

標準財政規模
９６９億円（９４１億円）

元利償還金等に係る基準財政需要額算入額
１３９億円（１３２億円）

将来負担額
２，５２０億円（２，５８３億円）

地方債の現在高

公営企業債等繰入見込額等

退職手当負担見込額

将 来 負 担 比 率

内　容

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債
の標準財政規模に対する比率
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